



















     
図1 風外力を受ける高層建物の例    図2 疲労検討対象部位とした帳壁(C.W.)緊結部の概要 
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図3 50年間に蓄積する疲労損傷率              図4 等価作用時間の近似結果 
 
第７章 気象統計値に基づく建物供用期間中の疲労損傷率 
気象統計値に基づいて，将来の建物供用期間中に蓄積する疲労損傷率の値およびその蓄積性状を検討した。検討は，
第 6章の検討結果より「風向考慮なし」を対象とした。風速の発生分布とその作用時間は，Gumbel分布で表される強
風域とWeibull分布で表される中弱風域を重ね合わせた分布および作用時間を用い，強風域については台風を代表的な
強風として考え，1年あたり3回の強風を考慮して建物供用期間50,100,200年間に蓄積する疲労損傷率について検討し
た。疲労損傷率が相対的に大きな値となり，疲労損傷発生に注意しなければならないケースは，設計時の安全率が低い
ケースであった。検討結果から，建物供用期間中に蓄積する疲労損傷率≧0.5 となるケースにおいては中低風速による
疲労損傷率を考慮しなくても，強風域のみを考慮することで疲労損傷率を評価可能であることを示した。 
 
第８章 簡便な外装材疲労損傷率評価法の提案 
帳壁外装材の簡便な疲労損傷評価方法として，設計風速時の 10分間疲労損傷率とモデル化した等価作用時間を用い
て建物供用期間中における安全側の疲労損傷率を算定する方法を示した。本評価方法は，建物の耐風設計に用いられる
再現期間100年および500年の風速値のマップより読み取った値(U0およびU500)と建物供用期間 r年の情報から，建物
供用期間(r年間)の等価作用時間を近似式で与えることにより，疲労損傷値を算定可能としているのが特徴である。こ
こでは，第 6章および第 7章の検討結果より，「風向考慮なし」，Gumbel分布で表される強風域のみを考慮して疲労損
傷率と風速の等価作用時間を検討した。検討に用いた建物の供用期間は50年～500年で日本国内32地点におけるパラ
メトリックタディを実施した。供用期間中に蓄積する強風域の疲労損傷率と設計風速 10分間の疲労損傷率の比である
強風域の等価作用時間を，供用期間中の最大風速と設計風速の比に対して近似した結果を示した(図4)。 
 
第９章 結論 
第1章から第8章で得られた主な結論をまとめた。本研究で提案した外装材の疲労損傷に関わるモデル化および疲労
損傷算定法の考え方は，風洞実験等で風外力特性を評価することにより，他の外装材にも適用可能である。 
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